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平成１８年度 ６月補正予算案主要事項説明

企画環境部

大学との協働による地域活性化推進費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規２，５００ 千円

１ 目 的

「大学との協働による新しい京都創造推進プラン」に基づき、様々

な分野で、自治体と大学の連携を促進し、大学の「知」の力を活かし

た地域づくり・人づくりを推進する。

事 業 内 容

２ 事業内容

(1) 大学地域連携協議会運営費 1,000千円目 的

府・市町村と大学が協働で取り組むことが可能な地域課題につい

対 象 て定期的に情報交換する「大学・地域連携推進協議会（仮称 」を）

設け、大学と連携した地域づくりを推進する。

方 法 等

(2) 「知」のデータベース整備費 1,500千円

大学の研究成果や人材データを収集・整理し、地域おこしプロジ

ェクトを支える知的資源データベース整備に着手する。

担当課・係名 企画参事（計画・府民参画担当） 課・係 電話番号 075-414-4341

企画環境 － １



平成１８年度 ６月補正予算案主要事項説明

企画環境部

政 策 調 整 推 進 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１２，０００ 千円

１ 目 的

「安心・安全、希望の京都」の実現に向け、計画的な施策推進の調

整を図るとともに、新たに事業着手が必要な事項について、事業化の

検討、調査等を実施する。

２ 事業内容

事 業 内 容 (1) 新たな条例制定に向けた検討・調査

(2) 新規政策の事業化の検討・調査

＜推進対象＞

・がんばる中小企業応援条例

目 的 ・鴨川条例

・絶滅危惧種等の保全条例

対 象 ・自転車安全利用促進条例

・伝統産業協働バンク

方 法 等 ・京都版グリーンシティ

・セーフコミュニティ

・子どもの健康支援

・ＮＰＯ活動の支援

・京もの愛用券事業

・就労支援のためのジョブパーク

・健康長寿対策

・太秦映像プロジェクト 等

３ 実施体制

事業着手に向けた検討委員会を設置し、推進予定

担当課・係名 企画参事（計画・府民参画担当） 課・係 電話番号 075-414-4341

企画環境 － ２



平成１８年度 ６月補正予算案主要事項説明

企画環境部

教育委員会

開放型地域スポーツクラブ推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規３，０００ 千円

１ 目 的

京都府スポーツ振興計画の具現化を図るため、生涯スポーツ社会実現

プラン（アクションプラン）に基づき、京都府独自のクラブを育成する。

２ 事業内容

(1) 府立スポーツ施設を拠点とした地域スポーツ振興（企画環境部）事 業 内 容

900千円

府立山城総合運動公園を活用した開放型地域スポーツクラブの設立

を促すため、クラブの核となる指導者（府体育協会加盟団体の指導者）

目 的 と市民が交流するスポーツイベントを実施する。

(2) 大学と連携した地域スポーツ振興（企画環境部） 600千円対 象

府内に立地する大学の優れた施設（場所 、人的資源（指導者）を）

方 法 等 活かした、開放型地域スポーツクラブの設立を促すため、大学（⑱は

京都教育大学)においてクラブの核となる指導者（大学教員、学生）

と府民が交流するスポーツイベントを実施する。

併せて、大学独自の取組を広げるため、他大学との連絡協議会を開

催する。

(3) 府立高校を拠点とした地域スポーツ振興（教育委員会） 1,500千円

府立高校を拠点に学校が持つスポーツ資源を活かし、地域の小中高

校生や成人が一体となって活動できる地域スポーツクラブの育成を図

る。

担当課・係名 スポーツ生涯学習室 スポーツ振興担当 課・係 電話番号 075-414-4252

教育庁指導部保健体育課 学校体育係 075-414-5862

社会体育係 075-414-5864

企画環境 － ３



平成１８年度 ６月補正予算案主要事項説明

企画環境部

デジタル放送活用防災情報発信事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１２，０００ 千円

１ 目 的

今後普及が本格化する地上デジタル放送のデータ放送機能を活用し、

現在ケータイメールに配信している「安心・安全情報」等の防災情報

や河川の映像情報等の行政情報を、ＴＶ放送により府民に迅速・的確

事 業 内 容 に提供するためのシステムを開発する。

２ 事業内容

（１）防災情報等の提供

目 的 既存の防災・防犯メール配信システムにより提供している防災情

報等を府内ＴＶ放送事業者に配信するシステムの開発

対 象 （２）映像情報の提供

既存の河川監視カメラシステムの画像を映像情報として府内ＴＶ

方 法 等 放送事業者に配信するためのシステムの開発

※ 本事業と連携して、国においては、地上デジタル放送の難視聴地域解

消を図るための実証実験（地上デジタル活用公共アプリケーションパ

イロット事業）を実施

担当課・係名 ＩＴ政策監 課・係 電話番号 075-414-4536

企画環境 － ４
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